
 

●多国籍企業の狙いに応じ「日本を、外国企業が最も

仕事がしやすい国」にする自公政権！ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●10月26日からの臨時国会で、

自公政権は種苗法改定法案の

早期成立を狙っている。同法

案は、登録品種の自家増殖を「許諾制」にすることで、

農家の種取り（自家増殖）の権利を著しく制限するも

のです。海外での品種無断流通は海外で品種登録をす

れば防げられる問題。改正案は廃案に。そして、種子

の公共性を守ろうと22道府県が独自の種子条例制定の

流れに応じ、本県も制定を9月議会で求めましたが、

知事は必要性を認めていません。さらに声を！ 

 

新屋敷事務所  823-5878 

薊野事務所   846-2046 

県議会控室   823-9524  

 

9月定例県議会での米田議員の質問 「しんぶん赤旗」10月15日付より 

①２０１７年 種子法廃止 

米、麦、大豆などの種子を安定的に供給するために、

都道府県に対して種子の生産・普及に責任を持たせてい

た“種子法”があるから「民間の参入が阻害されている」

という理由で廃止。 

②２０１７年 農業競争力強化支援法制定 

種子法廃止と同時に制定し「国の試験研究機関及び

都道府県が有する種苗の生産に関する知見を民間事業

者に提供（８条４項）」と規定！ 

今まで県が農業試験場で築いてきた種子、知見・技

術を民間事業者に明け渡せと迫っている。その民間事

業者には「多国籍アグリバイオ企業」も含まれている。 

③２０１７年11月15日農水省事務次官名通知 

「都道府県は…民間事業者による稲、麦類及び大

豆の種子参入が進むまでの間、種子の増殖に必要な

栽培技術等の種子の生産に係る知見を維持し、それ

を民間事業者に対して提供する役割を担う」 

④種苗法改定で仕上げ 

こうして、種子法の廃止で「公共の種子」をやめさ

せて、農業競争力強化支援法で民間がその公共の種

子をもらい受け、今度の「種苗法改正」で「民間の

種子」を確立し強化する、という流れです。 


